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電力産業における変革リーダーとしての日本の潜在力

0

化石燃料のコスト上昇（天然資源化石燃料のコスト上昇（天然資源

の不足）、原子力に関する不安、の不足）、原子力に関する不安、

二酸化炭素排出問題二酸化炭素排出問題

発電（太陽光、風力・・）、スマートグ発電（太陽光、風力・・）、スマートグ
リッド（グリッドコントロールリッド（グリッドコントロール/EV//EV/蓄電蓄電

/HEMS//HEMS/スマートメータースマートメーター//クラウド）、クラウド）、

省エネルギー技術省エネルギー技術

現在は垂直統合と地域独占・・・・現在は垂直統合と地域独占・・・・

次は何か次は何か ????

““ガラパゴスガラパゴス の悲劇の悲劇””を回避するために市場システムの早急な改革を回避するために市場システムの早急な改革

リアルリアル
イノベーションイノベーション

技術技術 ((市場市場//社会社会) ) ニーズニーズ

システム（規制、制度）システム（規制、制度）

経済成長フォーラム・コアメンバー
冨山和彦
[㈱経営共創基盤 代表取締役CEO]
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「経済成長フォーラム」電力消費のイノベーション

シティと求められる

エネルギーマネジメント

日本日本日本日本アイアイアイアイ・・・・ﾋﾋﾋﾋﾞ゙゙゙ｰーーー・・・・エムエムエムエム株式会社株式会社株式会社株式会社

スマーターシティスマーターシティスマーターシティスマーターシティ推進推進推進推進

部長部長部長部長 岡村久和岡村久和岡村久和岡村久和

2012年年年年5月月月月25日日日日
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１９６９１９６９１９６９１９６９年年年年

月面着陸月面着陸月面着陸月面着陸をををを支援支援支援支援

（（（（アポロアポロアポロアポロ11号号号号））））
1969

Apollo 11

１９７３１９７３１９７３１９７３年年年年

UPCバーコードバーコードバーコードバーコード

開発開発開発開発

1973
Developed
Bar Code 

１９９８１９９８１９９８１９９８年年年年

長野長野長野長野オリンピックオリンピックオリンピックオリンピック

公式公式公式公式HP
1998

Nagano
Olympic

WEB game data

１９６４１９６４１９６４１９６４年年年年

東京東京東京東京オリンピックオリンピックオリンピックオリンピック

オンラインオンラインオンラインオンライン・・・・システムシステムシステムシステム

1964
Tokyo 

Olympic
The 

First Online game data

１９８１１９８１１９８１１９８１年年年年

微細加工微細加工微細加工微細加工レーザーレーザーレーザーレーザー

（（（（目目目目ののののレーシックレーシックレーシックレーシック手術手術手術手術））））

1981
Excimer Laser

technology
(LASIK)

IBM Corporation 日本日本日本日本アイアイアイアイ・・・・ビービービービー・・・・エムエムエムエム株式会社株式会社株式会社株式会社

創 立Eastab: 1911年6月16日
総売上高（2010年） : $99.9B
事業展開 : 170ヶ国(Countries)

420,000名

創 立Estab: 1937年6月17日
総売上高（2010年） : 9,378億円 $9.4B
従業員数Emp. : 24,000名

2011年：創業100周年 2012年：⽇本でも75年

世界のｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞになった IBMの技術
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�ブカレストブカレストブカレストブカレスト （（（（ルーマニアルーマニアルーマニアルーマニア））））

�アイントホーフェンアイントホーフェンアイントホーフェンアイントホーフェン（（（（オランダオランダオランダオランダ））））

�グラスゴーグラスゴーグラスゴーグラスゴー （（（（イギリスイギリスイギリスイギリス））））

�ヘルシンキヘルシンキヘルシンキヘルシンキ（（（（フィンランドフィンランドフィンランドフィンランド））））

�ニースニースニースニース （（（（フランスフランスフランスフランス））））

�カトヴィーチェカトヴィーチェカトヴィーチェカトヴィーチェ

�エドモントンエドモントンエドモントンエドモントン（（（（カナダカナダカナダカナダ））））

�ボルダーボルダーボルダーボルダー

�ミルウォーキーミルウォーキーミルウォーキーミルウォーキー

�ニューオーリンズニューオーリンズニューオーリンズニューオーリンズ

�ニューアークニューアークニューアークニューアーク

�フィラデルフィアフィラデルフィアフィラデルフィアフィラデルフィア

�プロビデンスプロビデンスプロビデンスプロビデンス

�セントルイスセントルイスセントルイスセントルイス

�シラキュースシラキュースシラキュースシラキュース

�成都成都成都成都 （（（（中国中国中国中国））））
�チェンマイチェンマイチェンマイチェンマイ （（（（タイタイタイタイ））））

�デリーデリーデリーデリー （（（（インドインドインドインド））））

�ジャカルタジャカルタジャカルタジャカルタ （（（（インドネシアインドネシアインドネシアインドネシア））））

�タウンズビルタウンズビルタウンズビルタウンズビル（（（（豪豪豪豪））））

�ヨハネスブルグヨハネスブルグヨハネスブルグヨハネスブルグ（（（（南南南南アアアア））））

�グアダラハラグアダラハラグアダラハラグアダラハラ（（（（メキシコメキシコメキシコメキシコ））））

�アントファガスタアントファガスタアントファガスタアントファガスタ（（（（チリチリチリチリ））））

�リオデジャネイロリオデジャネイロリオデジャネイロリオデジャネイロ ((((ブラジルブラジルブラジルブラジル))))

� 札幌

� 仙台

� 石巻

ﾋﾞｼﾞﾈｽ 世界で2000以上の都市のスマート化プロジェクトを支援

CSR IBM 3年間で100都市を無償で支援 Smarter Cities ChallengeSmarter Cities ChallengeSmarter Cities ChallengeSmarter Cities Challenge

© 2011 IBM Corporation

インターネットの真の利用者

インターネットインターネットインターネットインターネット利用人口利用人口利用人口利用人口

インターネットインターネットインターネットインターネットにつながっているにつながっているにつながっているにつながっている機器機器機器機器

一人当一人当一人当一人当たりたりたりたり500個個個個

20億人億人億人億人

1兆個兆個兆個兆個
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都市の課題とデジタルインフラ

© 2010 IBM Corporation

乾電池乾電池 EVの電気EVの電気

家庭⽤
蓄電池
家庭⽤
蓄電池 街の蓄電池街の蓄電池

天然ガス
コジェネ
天然ガス
コジェネ

風⼒風⼒ 太陽光太陽光

ﾊﾞｲﾅﾘー
地熱発電
ﾊﾞｲﾅﾘー
地熱発電

創る創る 貯める貯める

6

消費する消費する

スマート
スクール
スマート
スクール

スマート
オフィス
スマート
オフィス

スマート
ハウス

スマート
ハウス

スマート
ビル

スマート
ビル

スマート
データ

センター
スマート
データ

センター

スマート
マンション
スマート

マンション

活かす活かす

レンタ
サイクル
レンタ
サイクル

⾼齢者賃貸

新しい交通新しい交通

観光施設観光施設

温室
⽔耕栽培
野菜⼯場
温室
⽔耕栽培
野菜⼯場

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーはははは街街街街のののの資産資産資産資産

市⺠消費

エネルギーを貨幣価値に換算
資産基礎データとして管理
エネルギーを貨幣価値に換算
資産基礎データとして管理

エネルギー
データー
エネルギー
データー

⼯場

CO2排出
電⼒

交通運⾏
資産管理資産管理
不動産評価
取引データ

エナジー
資産

20円/KWh
エナジー
資産

20円/KWh

エネルギー勘定エネルギー勘定

情報情報 情報情報情報情報

分析する 正確に 瞬時に 判断する
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

分析する 正確に 瞬時に 判断する
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

買う 既存電⼒買う 既存電⼒

つなぐ・配るつなぐ・配る

データーを集める・融通するデーターを集める・融通する

 
5



© 2010 IBM Corporation

作業指示作業指示作業指示作業指示

自動自動自動自動Eメールメールメールメール

発電所発電所発電所発電所パネルパネルパネルパネル状況状況状況状況

緊急担当者画面緊急担当者画面緊急担当者画面緊急担当者画面

各種各種各種各種データデータデータデータ分析分析分析分析

各運用各運用各運用各運用ｵﾝﾗｲﾝﾃｵﾝﾗｲﾝﾃｵﾝﾗｲﾝﾃｵﾝﾗｲﾝﾃﾞ゙゙゙ｰﾀーｰﾀーｰﾀーｰﾀー

緊急連絡画面緊急連絡画面緊急連絡画面緊急連絡画面

市内市内市内市内ｴﾈﾙｷｴﾈﾙｷｴﾈﾙｷｴﾈﾙｷﾞ゙゙゙ｰﾓﾆﾀｰｰﾓﾆﾀｰｰﾓﾆﾀｰｰﾓﾆﾀｰ

被害状況被害状況被害状況被害状況

対応進捗状況対応進捗状況対応進捗状況対応進捗状況

進捗進捗進捗進捗レポートレポートレポートレポート

動植物動植物動植物動植物データデータデータデータ

IOC:インテリジェントオペレーションセンター

スマートフォンと 指操作も重要
市⺠へのサービスも重要
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IBMのシステム

資産資産資産資産・・・・機材管理機材管理機材管理機材管理

ロケーション

資産

故障コード

状態監視

計測値（DATA連携）
計測値グループ

組織

サイト

資産

資産情報 保守保全情報

計画・履歴

リソース

ロケーション

機器親子関係

機器予備品

作業管理作業管理作業管理作業管理

作業計画

ルート管理

サービス要求

サービス項目

作業指示管理

•サービス JP& WO
安全管理

クイックレポーティング

作業員

•職能
系統隔離

工具/技術職/会社
(外注・自社）
予防保全

予防保全マスタ

監督者、責任者配置

発電所資産管理発電所資産管理発電所資産管理発電所資産管理発電所資産管理発電所資産管理発電所資産管理発電所資産管理

ｲﾝﾃﾘｼｲﾝﾃﾘｼｲﾝﾃﾘｼｲﾝﾃﾘｼﾞ゙゙゙ｪﾝﾄｵﾍｪﾝﾄｵﾍｪﾝﾄｵﾍｪﾝﾄｵﾍﾟ゚゚゚ﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰｲﾝﾃﾘｼｲﾝﾃﾘｼｲﾝﾃﾘｼｲﾝﾃﾘｼﾞ゙゙゙ｪﾝﾄｵﾍｪﾝﾄｵﾍｪﾝﾄｵﾍｪﾝﾄｵﾍﾟ゚゚゚ﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

街のエネルギーﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

DATA Center建設建設建設建設DATA Center建設建設建設建設

必要なだけﾃﾞｰﾀーｾﾝﾀｰ

コンテナ型

発電所ﾃﾞｰﾀーｾﾝﾀｰ

市のﾃﾞｰﾀーｾﾝﾀｰ

オペレーションセンター建設

市庁舎や管理施設での

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ建設

様様様様々々々々なななな都市都市都市都市のののの

ソフトウェアソフトウェアソフトウェアソフトウェア

様様様様々々々々なななな都市都市都市都市のののの

ソフトウェアソフトウェアソフトウェアソフトウェア

BEMS ｱｸｱｸｱｸｱｸﾞ゙゙゙ﾘｹﾘｹﾘｹﾘｹﾞ゙゙゙ｰﾀｰｰﾀｰｰﾀｰｰﾀｰBEMS ｱｸｱｸｱｸｱｸﾞ゙゙゙ﾘｹﾘｹﾘｹﾘｹﾞ゙゙゙ｰﾀｰｰﾀｰｰﾀｰｰﾀｰ

BA BA
BA

BA

BA

サービスバスサービスバスサービスバスサービスバス BEMS
ﾃﾃﾃﾃﾞ゙゙゙ｰﾀｰﾀｰﾀｰﾀ

© 2010 IBM Corporation

ご清聴ありがとうございました

okamurah@jp.ibm.com
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2012年5月25日
株式会社NTTデータ
M2Mクラウド推進室 スマートビジネスグループ 吉岡 功二

電力消費イノベーションについて

2Copyright © 2012 NTT DATA Corporation

省エネ・温暖化対策から統合エネルギー管理へ

～2000年代

省エネ・コスト削減

2000～2010年

温暖化対策

2010年～

統合エネルギー管理

単独・単品単独・単品 連携・統合連携・統合

BEMS
HEMS

LED

電気自動車

太陽光発電
風力発電

スマートグリッド
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経済産業省事業 「BEMSアグリゲータ」 （NTTデータカスタマサービス）

連携・統合の例

電力ひっ迫情報電力ひっ迫情報

ピークカットピークカット

・
・
・

将来の可能性：将来の可能性：
デマンドレスポンス実現デマンドレスポンス実現

4Copyright © 2012 NTT DATA Corporation

連携・統合のためのIT技術 （Ｍ２Ｍ：Machine to Machine）
ｱ

ﾌ゚
ﾘ
ｹー

ｼ
ｮ
ﾝ

ﾌ゚
ﾗ
ｯ
ﾄﾌ

ｫー
ﾑ

防災防災 交通・
自動車

交通・
自動車 施設監視施設監視 自販機自販機 ・・・・・・

幅広いアプリケーション

PaaS（収集、制御、課金、認証）

IaaS（ファシリティ、ミドルウェア）
蓄積、分析、変換蓄積、分析、変換

製造業 電力業界 家電業界
医療・ヘルスケア

業界

業界間・企業間連携

データ
収集

データ
収集

デバイス
制御／管理

デバイス
制御／管理

情報提供情報提供

中央省庁
地方自治体

お
客
様 等

つなげる、生み出す、進化するつなげる、生み出す、進化する M2MM2Mトータルソリューション「トータルソリューション「XrosscloudXrosscloud 」」TMTM

分析・加工した
高付加価値情報を

お客様に提供
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5Copyright © 2012 NTT DATA Corporation

イノベーションのために

技 術技技 術術 制 度制制 度度

ニーズニーズニーズ

Copyright © 2011 NTT DATA Corporation

Copyright © 2012 NTT DATA Corporation  
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パナソニックの取り組む電力消費のイノベーション
Fujisawaサスティナブルスマートタウン構想

パナソニックの取り組む電力消費のイノベーション
Fujisawaサスティナブルスマートタウン構想

20122012年年55月月2525日日

パナソニック株式会社パナソニック株式会社

宮原宮原 智彦智彦

１．日本の電力消費の状況 1

産業・運輸

３３３３％％

（2009年度) 
出所 ： エネルギー白書2011より算出(ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽ) 

ﾋﾞﾙ・ｵﾌｨｽ
ｻｰﾋﾞｽ

３６３６％％

家庭

３１％

家庭家庭

３１３１％％

「くらし」のエネルギー削減が必要

エアコン
25.2%

冷蔵庫
16.1%

照明
16.1%

ＴＶ
9.9%

電気ｶｰﾍﾟｯﾄ
4.3%

温水洗浄便座
3.9%

衣類乾燥機
2.8%

その他
20.2%

食器洗浄乾燥機
1.6%

出所 ： 資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁「省ｴﾈ ｶﾀﾛｸﾞ2011冬版」

国内の消費電力の部門別構成比 家庭での電気の使われ方

家庭部門で電力の3割を消費する ｴｱｺﾝ、冷蔵庫、照明で６割弱を消費

総消費電力
約4,200kWh/年
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エネルギーの地産地消（自産自消）による分散型エネルギーマネジメントへ
⇒ スマートハウス／スマートシティーの普及に向けた新しい潮流

２．エネルギーの地産地消（自産自消）の必要性

80

100

120

140

60

160

180
万kW

過去最高
1億8,300万kW

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324
時

出所： 電事連統計：10電力計

現在はこのピークに
合わせた供給体制

最大電力発生日における１日の電気の使われ方最大電力発生日における１日の電気の使われ方

2

投入エネルギーの６割以上は投入エネルギーの６割以上は
排熱・送電で損失排熱・送電で損失

石炭・石油
36.1%

天然ガス
26.6%

原子力
26.6%

その他
10.7%

投入
エネルギー

供給電力
電力
37.0%

発電損失
58.7%

送電損失
4.3%（2009年度、エネルギー白書2011より算出）

損失 63.0%

石炭・石油
36.1%

天然ガス
26.6%

原子力
26.6%

その他
10.7%

投入
エネルギー

供給電力
電力
37.0%

発電損失
58.7%

送電損失
4.3%（2009年度、エネルギー白書2011より算出）

損失 63.0%
343京J（9,551億kWh）

ピークシフトを促進する新たなピークシフトを促進する新たな
時間帯別料金の導入へ時間帯別料金の導入へ

国内のエネルギー源と供給電力 国内の総電力消費の需要カーブ

３．パナソニックグループの考え方 ①省・創・蓄エネ＋エネマネ 3

◆エネルギーの自産自消を実現するＨＥＭＳ（ﾎｰﾑｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）

「創エネ・省エネ・蓄エネ機器とＳＥＧによるエネマネ」

太陽電池

燃料電池

家庭用蓄電池

創エネ 蓄エネ

省エネ

家庭用蓄電池

蓄電ｼｽﾃﾑ

スマート家電

照明

AV機器

床暖房

洗濯乾燥機
冷蔵庫

エアコン
SSmartmart

EEnergynergy
GGatewayateway

ＨＥＭＳ

Ｈｏｍｅ
Ｅｎｅｒｇｙ
Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ
Ｓｙｓｔｅｍ

宅内エネルギー
管理システム

食器洗浄
乾燥機

４大品目の省エネ（’01比）

ｴｱｺﾝ（4kW） ▲29%

冷蔵庫（401L～） ▲46%

照明（蛍光灯） ▲23%

TV（32型） ▲67%
出所 ： 家電製品協会
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４．パナソニックグループの考え方 ②社会とつながるＳＥＧによるエネマネ 4

◆宅内・宅外双方向の
エネルギーマネジメント連携によるトータルソリューションの提供

電力系統との連携
• デマンドレスポンス
• ピークカット制御
• 非常時制御

家庭用蓄電
ｼｽﾃﾑ

家庭用燃料電池

太陽光電池

省 創
スマート家電

省

創

蓄

宅内コントローラー

みえる化

TV ＳＥＧＳＥＧ

ｽﾏｰﾄ
ﾒｰﾀｰ

スマートハウスからスマートシティへの挑戦

EV/PHV

モビリティとの連携

クラウドとの連携

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ PC ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

• ｽﾏｰﾄ家電制御
• ｴﾈﾙｷﾞｰのみえる化

• V2H
（Vehicle to Home）

５．パナソニックの取り組みのご紹介 5藤沢ＳＳＴの概要

開発所在地
神奈川県藤沢市辻堂元町6-4-1

（当社工場跡地）

面積 約19ha （６万坪）

計画地用途
住宅約1,000戸（戸建、集合住宅）

商業 / 公益施設など

計画人口 3,000人（1,000世帯）

スケジュール 2014年春 街びらき（予定）

総事業費 約600億円

パートナー

藤沢市
アクセンチュア（株）

オリックス（株）

（株）日本設計

三井住友信託銀行（株）

東京ガス（株）

三井不動産（株）

三井物産（株）

パナホーム（株）
エネルギー網

情報網

街まるごと
エネルギー設備・機器

街まるごと街まるごと
エネルギー設備・機器エネルギー設備・機器

街全体をつなぐ
情報ネットワーク
街全体をつなぐ街全体をつなぐ
情報ネットワーク情報ネットワーク

豊かなくらしとサービス豊かなくらしとサービス豊かなくらしとサービス

全戸に太陽光発電と
蓄電池を設置

エコカーシェア

次世代の安心・安全でエコな新しい生活スタイルを提案次世代の安心・安全でエコな新しい生活スタイルを提案

ヘルスケア

セキュリティ

エネルギー

コミュニティソーラー
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6FujisawaＳＳＴ構想映像紹介
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2012年 5月 25日

トヨタ自動車

岡島博司

2012年 5月 25日

トヨタ自動車

岡島博司

サステナブルモビリティと
スマートコミュニティ

経済成長フォーラム・電力消費イノベーション

（ビデオ） 「スマートコミュニティーで開く低炭素社会」
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セクター別間接CO2排出構成比率*

2008年の「自家用自動車」は、「日本の温室効果ガス排出量データ2007年確定値」の「運輸」における「自家用自動車」の比率を2008年の「運輸」に掛けて算出
注： 利用状況に基づいたCO2排出量を考えるため、発電所の出す排出量をそれぞれの分野で使用する電力量によって配分した「間接排出量」データを使用
出所： 報道発表、国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量データ1990～2008（速報値）、1990～2007（確定値）」、DI分析

6 6

42
34

8

8

14
19

11 11

11 14

5 4
2 2 廃棄物（ﾌﾟﾗｽ

ﾁｯｸの焼却 等）

工業プロセス

家

自家用自動車

業務（商業・
サービス 等）

運 輸

産業（工場 等）

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換
（発電所 等）

0

20

40

60

80

100

1990年 2008年

（％）

伸び率

（％）

24

▲ 19

35

9

41

7

▲ 13

15

611.4 12.2合計
（億ﾄﾝ）
合計

（億ﾄﾝ）

家庭

着眼点/実証内容の基本方針

低炭素社会を実現する上で、重要かつ難しい家庭セクターに挑戦する

家庭セクター（家＋自家用自動車）は

CO2の削減余地が大きい

一方、需要家が小口分散化しており、

削減が難しい

ロングテール化

実証計画の概要

取り纏め取り纏め

実証場所実証場所

生活圏全体家庭内家庭内 移 動移 動 移動先移動先 生活圏全体家庭内家庭内 移 動移 動 移動先移動先

①家庭内エネルギー
利用最適化

②低炭素交通
システム構築

③商業､公共施設等
エネルギー利用最適化

④生活圏全体での
行動支援

推進主体
（計26団体）

推進主体
（計26団体）

・高橋・東山地区
分譲住宅67戸

・豊田市内全域 ・市内商業／公共
施設

・低炭素社会モデル
地区

・豊田市内全域
・低炭素社会モデル

地区

当面の
取組内容

当面の
取組内容

実証用に新規分譲
住宅67軒を販売

様々な省/創/蓄エ
ネ機器をHEMS制御

EV/PHVから住宅へ
の電力供給（VtoH）

次世代車両の大規
模導入

ITSによる交通流整
序/エコドライブ促進

公共交通（FCバス・
BRT等）との共生

商業施設（コンビニ等）

への充／蓄電設備導入

災害時のEV/PHV搭載
蓄電池の活用法検証

EDMS*を利用した
エネルギー使用
データの分析

各種インセンティブを

利用した低炭素寄与

行動誘発と効果測定

* エネルギーデータマネジメントシステム

生活動線生活動線
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① 家庭内エネルギー利用最適化

・
・

・

・
・

・

・
・

・

・
・

・

EDMS
(ｴﾈﾙｷﾞｰ・
ﾃﾞｰﾀ・

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・
ｼｽﾃﾑ）

EDMS
(ｴﾈﾙｷﾞｰ・
ﾃﾞｰﾀ・

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・
ｼｽﾃﾑ）

充電及び放電（V2H）可能な
PHV/EVの開発
充電及び放電（V2H）可能な
PHV/EVの開発

エコキュー
ト

燃料電池

太陽光パネル

創エネ、省エネ、蓄エネ機器をHEMSで制御し、
太陽光による電力を家庭内で最大限利用

HEMSHEMS

電力消費量・発電量など
見える化・生活者行動支援
電力消費量・発電量など
見える化・生活者行動支援

家庭用蓄電池付HEMSの
機器・システム開発
家庭用蓄電池付HEMSの
機器・システム開発

④ 生活圏全体の行動支援

HEMSHEMS

スーパー

EV/PHV

ITS

コンビニ

公共交通機関

EDMSEDMS

データ
収集

データ
収集

データ
蓄積

データ
蓄積

データ
マイニング

（統計、分析、
予測）

データ
マイニング

（統計、分析、
予測）

行動支援・
機器制御

行動支援・
機器制御

各種コミュニティ活動各種コミュニティ活動

各
種
デ
ー
タ

・天候情報
・季節、曜日
・時間交通量 など

・天候情報
・季節、曜日
・時間交通量 など

・各種エネルギー消費
・行動

・各種エネルギー消費
・行動

エコ活動 環境学習

フィードバック
社会システム全体としての
エネルギー最適利用を達成

生活者の行動を支援し、エネルギーを最適利用
無理なく、QOL（生活の質）の高いエコライフを実現

需給バランス
にもとづく充電
需給バランス

にもとづく充電 エコポイントの
活用
エコポイントの
活用

見える化による
省エネ
見える化による
省エネ

エコ活動に対する
表彰など
エコ活動に対する
表彰など
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④ 生活圏全体の行動支援

フィードバック

DRによりエネルギー/交通の双方の最適化を同時に実現することを目指す

提供サービスの全体イメージ

データ収集データ収集 予測予測 リコメンドリコメンド 行動変化/制御行動変化/制御 モニタリングモニタリング

Ｅ
Ｄ
Ｍ
Ｓ*

Ｅ
Ｄ
Ｍ
Ｓ*

Ｔ
Ｄ
Ｍ
Ｓ**

Ｔ
Ｄ
Ｍ
Ｓ*

*

PV発電量予測

電力需要予測 等

天候情報

電力消費状況 等

充放電制御依頼

節電依頼 等

蓄電池に充電

エアコン調整 等

ポイント付与

モデルの修正 等

交通需要予測

公共交通機関混
雑予測 等

公共交通情報

道路渋滞情報 等

モーダルシフト

ルート変更 等

豊
田
市
実
証
で
開
発
す
る
シ
ス
テ
ム
の
果
た
す
役
割

豊
田
市
実
証
で
開
発
す
る
シ
ス
テ
ム
の
果
た
す
役
割

当日

明日
明後日

当日

明日
明後日

ポイント決定

生活者

●時のポイントは
○ポイントです

●●に○○すると
いいですよ

明後日
明日
当日

明後日明後日
明日明日
当日当日

生活者

●時のポイントは
○ポイントです

●●に○○すると
××ポイントを付与 公共交通機関

ルート変更

ポイント付与

モデルの修正 等

交通手段案内

ルート案内 等

ポイント決定

交換

交換
分析

FB

分析

FB

予測

システム

予測

システム

各種UI

各種UI

外出

充放電

充放電

エアコン調整

* Energy Data Management System（詳細は別添資料④参照）
** Traffic Data Management System

19/24

① 家庭内エネルギー利用最適化
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H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）実証ﾓｼﾞｭｰﾙ実証ﾓｼﾞｭｰﾙ

開発システムの導入/運用/実証（データ分析/アンケート調査 等）
EDMS企画/設計/開発

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ企画/設計

追加機能、連携対象の拡大に向けたシステムの企画/設計/開発

最適な機器/制御法の開発
データ解析/生活者支援
パターンの抽出

最適な機器/制御法の開発
データ解析/生活者支援
パターンの抽出

EDMSとの連携/全国展開の検討

導入システムの改良/規模の拡大

ｽﾏｰﾄ充電ｼｽﾃﾑ導入 EDMS連携制御機能の追加

FCバス実験車製作
実証運用開始ﾜﾝﾏｲﾙﾓﾋﾞﾘﾃｨｼｪｱﾘﾝｸﾞ用車両/ｼｽﾃﾑの開発

実証用住宅67戸
分譲/機器導入

実証用導入

機器開発

運行実証・VtoX（非常用電源）実証

9月から実証用
住宅（第一期）
引渡し開始
（7月から機器

導入開始）

各種導入システ
ム･車両の検討・
開発

市内の複数の
商業施設で2月
から実証開始

9月からEDMSの
サービス開始

家庭内
（家庭部門）

家庭内
（家庭部門）

移動
（交通部門）

移動
（交通部門）

移動先
（業務部門）

移動先
（業務部門）

生活圏全体
（地域全体の

エネマネ）

23年度の活動

低炭素社会モデル地区
を活用した「見える化」

蓄電複合システム化技術開発
／ＮＥＤＯ委託

地域ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
開発事業費補助金

／経済産業省

ﾎﾟｲﾝﾄ付与開始
供給側（FCﾊﾞｽ、ｼｪｱﾘﾝｸﾞ車両）
の制御開始

TDMS技術開発

実地
運用開始

商業施設用充蓄電ｼｽﾃﾑ
の設計開発

実証用住宅順次拡大（～230戸）

9月より実証用住宅の引渡しを開始し、いよいよ社会実証をスタート

実証の５カ年計画

TODAY for TOMORROWTODAY for TOMORROW
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基本的な考え方基本的な考え方 考えられるビジネスモデル考えられるビジネスモデル 対象市場対象市場

エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
ビ
ジ
ネ
ス
に
す
る

エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
ビ
ジ
ネ
ス
に
す
る

そ
の
他

そ
の
他

低炭素効果をそのままビジネス
にする

低炭素効果をそのままビジネス
にする

低炭素効果を
実現しつつ、
別のビジネス
で回収する

低炭素効果を
実現しつつ、
別のビジネス
で回収する

PHV/EV、家電
の販売による
回収

PHV/EV、家電
の販売による
回収

電力会社の設
備最小化によ
る回収

電力会社の設
備最小化によ
る回収

家庭向けEsco
事業による回
収

家庭向けEsco
事業による回
収

低炭素を実現しつつ、企業マー
ケティングの活動等に利用する

低炭素を実現しつつ、企業マー
ケティングの活動等に利用する

低炭素効果をそのままビジネス
にする

低炭素効果をそのままビジネス
にする

低炭素効果を
実現しつつ、
別のビジネス
で回収する

低炭素効果を
実現しつつ、
別のビジネス
で回収する

PHV/EV、家電
の販売による
回収

PHV/EV、家電
の販売による
回収

電力会社の設
備最小化によ
る回収

電力会社の設
備最小化によ
る回収

家庭向けEsco
事業による回
収

家庭向けEsco
事業による回
収

低炭素を実現しつつ、企業マー
ケティングの活動等に利用する

低炭素を実現しつつ、企業マー
ケティングの活動等に利用する

基本的には海外を想定

需給逼迫が想定され
る新興国等が対象

日本/海外の両方を想定

当面は、日本市場中
心に考える

日本/海外の両方を想定

但し、グローバルで
市場は未確立

日本/海外の両方を想定

基本的には、大規模
需要家が対象

日本/海外の両方を想定

低炭素のニーズを持
つ国であり得る

需要家のメリットから回収

契約電力の上昇抑制等により、需
要家のコストの削減につながる

電力会社の設備投資抑制

系統安定化コスト、発電所の新規建
設コストの抑制につながる

PHV/EV販売につなげる

PHV/EVが便利に使える環境を整え
ることで、 PHV/EV販売につなげる

炭素クレジットの販売

削減したCO2を炭素クレジットにして、
事業者に販売する

生活者のデータ/誘導する仕組みをビジ
ネスとして活用

マーケティング等の新規ビジネスに
活用する

今後も継続的に議論を行うことにより、ビジネスモデルの幅出し/検証を行う今後も継続的に議論を行うことにより、ビジネスモデルの幅出し/検証を行う

考えうるビジネスモデルの例 20/24
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５月２５日 経済成長フォーラム 

対論「現場からの具体的提案」 

 

対談「電力消費のイノベーション」にかかる論点 

ＭＩＣＧ 大上二三雄 

 

 

1. 産業政策に関する論点 

(ア) 電力自由化を前提に、国の方針と産業政策の戦略性をどこに求めるか？ 

① 電力消費の領域において、日本の強みが生きる産業は？それを育て

るためには、どのような政策が必要？ 

・グローバル市場を睨んだ政策目標と規制制度 

・燃料電池（ＦＣ）、地熱、省エネ機器、自動車等の優位性担保 

② 需要サイドからのイノベーションを進めるため、小売りや交通、行

政サービスをどう取り込んで行くか？ 

・予算や政策縦割りの弊害 

・供給者側論理が徹底した業界におけるパラダイム転換 

③ ビジネスモデルに関するイノベーション後進国として、ソフトウェ

アや金融を組み込んだモデルにおける、日本企業の弱みをどう克服

するか？ 

・金融自由化後同様、外資から徹底的に喰い物にされる恐れ 

・プロジェクトマネージメント能力の欠如 

(イ) 企業の選択と集中を、どう促進するか？ 

・グローバルに規模の経済が機能するサイズ 

・促進の決め手？ 

 

2. 規制制度改革に関する論点 

(ア) 明文化された規制制度と暗黙的な規制制度、両面からの取り組みをどう

進めるか？ 

・電力会社支配からの脱却 

(イ) 企業間の取引関係や企業内のカニバリゼーションを、如何に克服して行

くべきか？ 

・電力会社調達の透明化 

・重点的な政策実施 

(ウ) 実効性を持った規制制度改革を確実に進めて行く為のアプローチはどう

あるべきか？ 

・多様なステークホルダーによる透明性の高い議論 

・政策と規制制度改革の相互リンケージ 
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